
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

38                                                                   

38                                                                   

％ ％

38                    ％

38                    

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

73,505,805                                                                

75,134,023                                                                

103,533,376                                                              

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合

市町村 合計

-                       1,114,904           1,114,904         
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

都道府県事業名（事業メニュー）

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

支出等額

-                       

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

管内市町村決算（見込み）

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

-                     

75,134,023       

1,954,824           

-                       

3,758,099           

合計

1,954,824         

1,628,218           1,628,218         

195,601,490                                                              

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

51,007,781       

-                       

-                       -                       

92,068,114                                                                

-                     

13,478,303          21,647,076          

6,889,840           

26,290,977          30,049,076       

うち、先駆的事業 -                       

6,889,840         

消費者行政決算総額（見込み）

35,125,379       

24,126,242       

都道府県決算（見込み）

別　紙



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

人日

事業実施自治体

県

3,758,099

51

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

自治体参加型

実施形態

人日

事業実施自治体

人

14

人日

人

管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

法人募集型

35,141

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村

対象人員数
（報酬引上げ）

43

県 14

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

26,290,977

管内市町村 8

人



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業（実績）の概要事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業の実績

29年度
本予算

事業経費
交付金等対象経費

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

2,889,840

16,878,325 

事業経費

消費生活相談員設置費【交付金】【基金】

①市町村消費生活相談窓口強化対策費【交付金】、②消費生活相談
員養成事業【交付金】、③消費生活相談員資格取得講座開催事業【交
付金】【基金】
①消費者教育教員研修開催【交付金】、②消費者教育担い手育成事
業【交付金】、③幼児向け消費者教育実践事業【交付金】、④若者向け
消費者教育教材制作事業【交付金】、⑤高齢消費者被害未然防止啓
発事業【交付金】、⑥暮らしの安全モデル校指定事業【交付金】

①消費者団体等活動支援補助金【交付金】、②高齢消費者被害取組
連携事業【交付金】

4,000,000

11,043,263

交付金等対象経費

1,565,000 2,450,000 38,747,912 510,182 3,247,917

10,553,000 4,087,000 4,798,000 7,027,960

40,947,000

3,750,000

13,332,000 13,332,000 11,043,263

2,435,0403,750,000 2,435,040

- 7,247,917 7,248,000 59,254,175 68,582,000 - 22,734,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

実施形態

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

年間研修総日数

旅費、委託料

研修参加・受入要望

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

対象経費（実績）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

実地研修受入希望人数

法人募集型

人

人

人日
自治体参加型

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

参加希望者数

年間研修総日数

報償費、旅費、消耗品費、会議費、印刷製本費、役務費、委託料、使用料、負担金

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

参加者数

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

実績

報酬、共済費

印刷製本費、委託料、補助金

人日

消費生活相談員の処遇改善（報酬額の増額）により、窓口機能の維持・強化を図った。

人日

人

①教員（幼・保、小、中、高校の家庭科・社会科部会）を対象とした研修の開催、②消費者
啓発推進員向けの研修の開催、③教材を活用した幼児期に対する消費者教育。キャラバ
ン隊による実地教育活動、④大学等での出前講座に活用する教材の制作、⑤高齢消費者
被害の未然防止と早期発見のための啓発事業、⑥暮らしの安全モデル校を指定し、学校
全体で暮らしの安全に関することに取り組んだ。これらの事業に取り組み消費者教育・啓発
を推進した。

人日

年間研修総日数

年間研修総日数

①民間団体が行う消費者問題への取組に対し補助実施、②高齢消費者の見守り役の多様
化に向けての事業者との連携推進。これらの事業を通じ、地域社会における消費者問題解
決力の強化および地域の多様な主体との連携に努めた。

①市町村相談員向け弁護士法律相談、市町村窓口巡回訪問指導、②相談員等の資質向
上を図る研修の開催、③消費生活相談員資格取得を支援する講座の開催により市町村支
援を行った。

事業強化・機能強化の成果



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

2,647,000 2,238,000

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

2,829,498

12,92816,000

2,466,000

1,628,218
⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

合計

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

1,628,218

10,148,000 

328,000

17,813,787

1,993,204

56,592,000

2,548,000

17,748,000 16,871,209

10,287,302

1,954,824

305,223

54,344,060

岐阜市、大垣市、高山市、関市、中津川市、瑞浪市、羽島市、恵那市、美濃加茂市、土岐市、
各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、郡上市、下呂市、海津市、養老町、関ヶ原町、輪之内
町、揖斐川町、池田町、七宗町、御嵩町、東濃西部広域行政事務組合

17,000

岐阜市、大垣市、関市、中津川市、美濃市、瑞浪市、羽島市、恵那市、美濃加茂市、土岐市、
各務原市、可児市、山県市、瑞穂市、飛騨市、郡上市、下呂市、岐南町、笠松町、輪之内町
【養老町・垂井町・関ヶ原町・神戸町・安八町との共同設置】、大野町、北方町、御嵩町【七宗
町・八百津町・白川町・東白川村との共同設置】、白川村、東濃西部広域行政事務組合

2,368,000

中津川市、羽島市、本巣市

17,267,000 10,148,000

本巣市

2,368,000

84,175,000 

美濃市、東濃西部広域行政事務組合

401,000

18,434,000

12,928

- 35,004,106 43,471,000 16,003,675 80,176,779 - 

2,829,498

16,003,675

309,438

1,040,000 1,245,646 1,114,904

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

1,168,000

事業の実績

交付金等対象経費

垂井町、関ヶ原町、大野町、八百津町、東濃西部広域行政事務組合

29年度
本予算

事業経費

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

交付金等対象経費

大垣市、高山市、関市、中津川市、美濃市、瑞浪市、羽島市、恵那市、美濃加茂市、土岐市、
各務原市、可児市、山県市、本巣市、下呂市、海津市、岐南町、輪之内町、大野町、北方町、
東濃西部広域行政事務組合

大垣市



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

事業名（事業メニュー）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

専任相談員設置に伴う備品の購入（垂井町、関ヶ原町、八百津町）、および「188」専門電話回線の設置（大野町）により窓口機能を整備した。

16,878,325            

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑧消費生活相談体制整備事業

67,886,106            

-                                   

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

専門図書購入し法執行等の強化を図った。（本巣市）

7,247,917                       

円

高齢消費者に関わる団体、事業者、行政で構成する協議会を設置し、情報交換や消費者安全確保のための取組等を行った。（大垣市）

高齢消費者被害防止推進モデル事業（県モデル事業）を実施し地域ぐるみで高齢者の見守り活動を行った（美濃市）、相談員が3市の消費生活相談窓口を巡回し消費生活
相談を実施した。（東濃広域）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち管内の市町村合計

交付金分

51,007,781            

7,247,917                       

円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

円

消費生活相談員設置にかかる経費を支出し、県内すべての市町村において専任相談員の設置を達成した。

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

消費者行政に従事する相談員等のレベルアップを図るため、研修参加支援を行い、相談に必要な知識を習得した。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

地域ぐるみで高齢者の見守り活動を行うための事業（中津川市、羽島市、本巣市）を実施した。

事業強化・機能強化の成果の概要

うち都道府県

円交付金相当分

うち都道府県

消費者教育に関する事業（啓発広告、冊子・パンフレット・グッズ配布、イベント開催、出前講座開催、参考図書購入等）を実施し、消費者の啓発を推進した。

うち管内の市町村合計



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

120,467,467          

円

円

円

195,483,459       

52,501,050        

120,349,436       

26,292,992

円30,051,091           

51,007,781           

75,134,023           

円円

円

118,031              

52,525,595

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

10,630                 

円

円

-                       

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち交付金等対象経費

195,601,490          

円

円円50,356,178

24,545

円

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

103,533,376          円 円

対平成２０年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等

今年度

24,545               

円

円

円 67,941,872

円

123,255,316

円

円

100,027,693     

93,486               

0 円 円

円円

円

-43,848            

前年度平成２０年度

92,068,114           

うち交付金等対象外経費 93,486

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち都道府県

49.3

0

円118,031              

うち都道府県

うち管内市町村

円

23,201,868

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

うち都道府県

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

うち管内市町村

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 49,671,515

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

16,076

3,758,099

148,435,489     ①都道府県の消費者行政決算見込み額

円

-402,328           

651,603            

0

円

円

円

円

3,505,683          

円円

3,091,124          

円

円

円

円

円

-5,446              

-52,459,364      

うち管内市町村

円

人

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

1,628,218

うち交付金等対象経費

円

3,047,276          

円

-6,053,377        

％

円

円

円

円

67,848,386        

10,630

うち交付金等対象の賃料、人件費等

-5,446              

2,854,080          

91,974,628        

-1,053,931        

円

％

52,525,595          

-52,861,692      

-55,313,444      

円円

24,126,242           円

対前年度差

円

-                     

円

103,508,831       

1,628,218          

-7,681,595        

円

円

1,628,218             

％38.4

26.2

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

67,941,872          

248,463,182     

うち先駆的事業

円

うち先駆的事業

うち都道府県

人

円

人

7,681,595        

円

円

円

-56,367,375      円

27,003,815       

75,536,351       

人

人

円

172,926,831     

16,076             

-                       

円

円

120,467,467        

7,681,595 円 0

円

3,801,947

25,180,173 円

円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

722                                      

7,247,917                             

設置当初の基金残高（交付金相当分） 350,000,000                          

円

円

人

今年度末実績 相談員総数 13

相談員総数

人

0

相談員総数 0

人

前年度末

①報酬の向上 報酬の増額

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末 14

相談員総数 14

相談員総数

消費生活相談員の配置

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

200                                      

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

人

人0

相談員総数 13

前年度末 今年度末実績

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数 0

人

7,247,395                             

円

円

人

人 今年度末実績

相談員総数

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

県・他機関主催の研修参加支援



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

8 人

相談員総数35 人

12人

0

今年度末実績

0うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 64前年度末

人 今年度末実績相談員総数

消費生活相談員の配置 人

補助職員の賃金改定による、賃金（日額）増額（瑞穂市）、給与改定（＋3200円）（東濃西部）、報酬（日額+2500円）を増額（各務原市）、賃金の値上げ（関市）、資格取得に伴う報酬向上（月
15,000円）と経験年数による報酬加算（月7,000円）（中津川市）

前年度末 相談員総数

研修参加日の交通費（2日間）（岐南町）、消費生活相談員資格取得の支援講座の受講（海津市）、研修参加に係る費用弁償の支給（本巣市）、国や県等が主催する研修に参加するための旅費・
負担金を支援（各務原市、高山市、可児市）、研修に係る交通費・宿泊費・参加費その他必要な経費を支援（恵那市）、研修への積極的な参加を支援（美濃加茂市）、相談員の相談業務向上の
ため研修参加を支援（関市）、

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 76前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 43

相談員が5人から6人に増員することで相談員1人あたりの業務負担を軽減し、勤務交代などの調整が容易な体制に改善した（大垣市）

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上 ○

④その他

②研修参加支援

○①報酬の向上

○


